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区分 住宅の被害程度 住宅の再建方法 計①＋②
① ② 
建設・購入 200 300 
複数世帯 全壊世帯 100 補修 100 200 
（世帯の構成
賃借 50 150 
建設・購入 200 250 
員が複数）
大規模半壊世帯 50 補修 100 150 
賃借 50 100 
建設・購入 150 225 
単数世帯 全壊世帯 75 補修 75 150 
（世帯の構成
賃借 37.5 112.5 
建設・購入 150 187.5 
員が単数） 大規模半壊世帯 37.5 補修 75 112.5 
賃借 37.5 75 
＜出典（参考） 津久井進『Q&A被災者生活再建支援法』（商事法務・2011年） 1頁＞
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なると考えられるからです。
ただ，ここで＼注意を要するのは，前述のような場合は，妨害物（土砂等）
の所有者と目される者が特定できる事案であるということです。つまり，物
権的請求権の相手方と目される者が特定できる事案であれば，理論上，その
請求の相手方に対し，妨害物の除去を請求するということも，特に問題なく
想定することができます。
2 土砂災害の場合へのあてはめ
大規模な土砂災害の場合，事実として，自己の所有地上に土砂・流木等の
妨害物が堆積しているという状態があれば，その所有者にとって当該状態は
ひとまず所有権の侵害状態と評価することができます。しかしながら，この
場合，所有権に基づく物権的請求権の問題が現実に起こるかというと，起こ
らない可能性が高いと思います。というのも，雑多な堆積物が土石流によっ
て押し流されてきた場合 その堆積物が誰の所有物であるかということを特
定することは困難を伴うと考えられるからです。また，このような請求の相
手方という問題だけでなく，土石流の生じた一帯では，そもそも二次災害等
の発生の危険があり，災害発生後一定の期間は，当該地域への個人の立ち入
りが差し控えられるべきとも考えられ，そういった意味でも，物権的請求権
の問題は直ちには生じないものと考えられます。
その一方で＼一定期間経過後，ある程度状況が落ち着いてきた後に，現実に，
雑多な堆積物の除去といった問題が生じてくると考えられます。ただ，原則
論としては，個人の所有地の原状回復の問題となってくることから，請求の
相手方と目される者が明らかとならない場合には，所有者自身がその除去を
しなければならないこととなります（したがって その除去に費用が生じる
(16) ただし実際の両土地の位置関係（境界線の所在等）等，個別事情に応じ結論が呉
なることはある。
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場合には，原則，自己負担となるでしょう。なお，妨害物の所有者が明らか
とならない反面，事実上，土地所有者の自力での回復に伴う種々の問題も生
じないと考えられます）。
3 現実的な問題等
なお，理論的には，これまで述べてきたように考えることができると思わ
れますが，現実は，また別の状況が生じると思います。
まず，隣接する土地所有者間の物権的請求権の行使について。多くの場合，
隣接する土地所有者は，共に，土砂災害の被災者であると考えられます。つ
まり，理論上，物権的請求権の行使が可能で、あるとしても，現実には，「お隣
さん同士」ということで，物権的請求権に関する紛争は生じないということ
が考えられます。仮に，起こる場合を想定してみますと，その前提状況として，
以前から相隣地所有者間で土砂の崩落について争いがあったような場合に限
定されるのではないかと考えています。
ところで，自己所有地に堆積している土砂等の除去に関し，原則は，自力
での除去になると述べたところですが，現実には，行政等がその近辺で土砂
等の除去作業をしている場合には，その一環として，ついでに堆積物の除去
をしてくれるということもあるだろうと思います（つまり，それによって，
妨害状態の除去が達成されることになります）。
また，現実に，被災者にとって，おそらく最もありがたい役割を果たして
いるのは，災害ボランテイアによる堆積物の除去作業であると思います。こ
れは，堆積物の存在で困っているという状況を解消するだけでなく，ボラン
ティアとのふれあいの中で，有形・無形の支援を受けているということを実
感し得たという意味でも，災害発生後の被災者にとって，非常に重要な役割
を果たしたものと推測されます。
このように考えてきますと，確かに，土砂等の除去に関し，民法の手段を
使うということも想定されますが，それによらざるを得ないというわけでは
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ないことにも留意する必要があると思います。
四おわりに
それでは，最後に，本日の報告のまとめの意味も込めて，本日の報告内容
と関連して私が考えていることをいくつか述べさせていただきたいと思いま
す。
1 土砂災害と私法的対応
まず，本日の報告内容との関係では，如何に，民法（私法）が，「災害が起
こってから」では役に立たないかということが浮き彫りになったように感じ
ています。本日の報告の多少なりともの成果といえるのは，持家（自宅）の
再建に関して，被災者がそもそも何のために困っているのかということにつ
き，本来，ごく当たり前のことを改めて確認したに留まるように思っていま
す。したがって，積極的に，特に何かいえるということはないのですが，そ
の一方で，私法的対応の限界をある程度示すことは出来たのではないかと考
えています。
2 物権的請求権の日独比較研究を通じて
本日の報告では，土砂等の除去に関連して，物権的請求権という制度を取
り上げました。本日の報告で紹介したわが国の物権的請求権の解釈論は，わ
が国の民法に同請求権に関する明文規定が置かれていない（正面からという
意味で）こともあって，同請求権について明文の根拠規定を有するドイツ民
法の解釈論の影響を色濃く受けるものであるといえます。
しかしわが国とドイツの物権的請求権の要件論，特に侵害要件に関する
解釈論は，かなり異なっています。まず，わが国では， ドイツと同じく，請
求の相手方の故意・過失は，物権的請求権の要件ではないと解されており，
それと関連して，物権侵害（所有権侵害）の原因如何を問わないとの解釈が
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示されています。そこで，わが国の学説では，自然力・不可抗力を原因とす
るような物権侵害の場合でも，（請求の相手方と目される者の存在を当然の前
提として）物権的請求権の問題は生じうるとの解釈が展開されるわけですが
（ただし判例は不可抗力の場合の取り扱いについて必ずしも明らかではな
い）， ドイツの判例・通説は，自然力を原因とする物権侵害（所有権侵害）の
場合に物権的請求権の問題は生じないとの立場をとっています171。ここで，
何故， ドイツとわが国でここまで解釈論の状況が異なるのかということにつ
いて以前から疑問を持っていたのですが，最近，はたと思いついたのが，日
本とドイツの諸々の環境の相違（つまり，日本という島国，地理的環境，気
候的環境（台風・梅雨入地震の発生頻度，等々）という要因です。
つまり，日本とドイツでは，「土地を所有する」ということの意味自体に相
違があるのではと感じている次第です（例えば，日本では，土地・建物別個
独立の不動産とされるのに対し， ドイツでは，建物は土地の同体的（本質的）
構成部分と考えられているという点にも相違が認められます。また，わが国
では，場合によっては，土地を所有しているというだけで，自己の所有地が
大雨の影響で隣接する土地に崩れ落ちたときには，ある意味，当然に，土砂
の除去等の請求の相手方とされるわけで，土地を所有するということには，
権利だけでなく，（潜在的に）義務を伴うものといえなくはありません）。結局，
現状では，すでに報告の中でもふれたように，わが国の実情に応じた「土地
所有権」なるものを再考する必要があるように考えているところです。
3 自宅の再建との関係で現に生じているであろう問題
本報告，さらには新聞報道等でもいわれているように，広島の土砂災害に
限っていうと，生活再建のための資金という面では，全ての被災者にとって
(17) この詳細については，拙稿「物権的請求権の相手方（ー・二完）J広島法学31巻4
号55頁以下（2008年）， 34巻4号37頁以下（2011年）参照。
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十分といえるかどうかは別として，かなりありがたい状況が存在するように
思われます（具体的には次項4参照）。
ただしその一方で，東日本大震災の復興，広島近辺での開発事業等との
関係で，資材・人手とも不足しているとの話も聞きます。つまり，お金があっ
ても，資材がなく，業者がいなければ，建物は建たず，その他の工事も進み
ません（実際には，需給バランスの影響で価格高騰という問題も生じます）。
この問題は，なかなかに解消することが難しい問題ですが，避けでは通れな
いものであると思います。
4 義援金の配分を巡って
義援金については，そもそも，義援金とはどういうお金かということを一
度しっかりと考える時期に来ているのではないかというように考えていま
す。広島の土砂災害でも，多くの義援金（平成27年7月初日， 8月18日の
読売新聞の各朝刊記事によると 約62億円）が寄せられたとのことです。そ
の新聞記事によると，広島市の場合，全壊世帯に最大 1,610万円の支給がな
されたようで，数億から 10億円程度が残る見通しであるともいわれています。
同じ新聞記事（7月30日の読売新聞の朝刊記事）によりますと，「国の防災
基本計画では，義援金の配分は『配分委員会で十分協議の上，定める』とす
るだけで明確な基準はなく，市も今後の使い道を『全くの白紙』としている」
とのことです。これまでの災害では，残るということはあまり想定されてい
なかったとも考えられますが，このような状況が生じていることも考慮して，
「義援金とはどういうお金で，誰がその配分のルールをどのように決めるの
かjということをそろそろ一度考える必要があるように考えています。
5 災害ボランテイアの果たす役割
十会砂等の除去との関係で述べたように，災害ボランテイアは，例えば，お
隣同J：で、物権的請求権の問題を生じせなくてもいいといった役割を果たして
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くれているのではないかと思います。災害ボランテイアの「困っている方を
扶ける」「相互扶助」の考えは，本来，民法の相隣関係法の中に内在している
ものではないかとも思います。
また，災害ボランテイアの支援は，被災者の方々にとって，他の地域の方々
の支えがあるということを実感することを通じた様々な影響を与えてくれる
ものであると考えています。この支援は，被災者の方々の様々な意味での支
援となっており，その支援をさらに支える仕組みを今後充実させていく必要
があるように考えています。
6 私法的視点からの考察
最後に，私法は，個人ベースで被災者の個々の法律関係・権利関係等を考
えるものであるといえると思います。そうすると，個人（場合によってはそ
の家族）ベースで，その方が，災害を契機に，何に困っているのかというこ
とをある程度明確にすることが出来ると思います。ここで，被災者の支援に
ついて，私法レベルで（つまり，民法等を用いることにより）解決可能な問
題であれば，それは，それで対応すればいいと考えます。しかし，本日の報
告内容からも明らかなように，私法レベルで対応しきれない問題があり，そ
れらについては，別の手段（例えば，公的手段等）での対応が可能かを探る
必要が出てきています。本日の報告（の準備）を通じて，私としては，私法
的視点からの考察は，その橋渡しをする「端緒・きっかけ」を提供するもの
ではないかというように考えるようになった次第です（つまり，被災者が生
活再建のために何を求めており，それに対応しうる制度（手段）は，どこに
あるのかを示すという意味で）。
